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感染症発生動向調査に関する横浜市指定届出機関の意識調査
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目的　地域における感染症発生動向調査事業の充実および感染症情報の収集・解析・提供機能の

強化の方向性を模索する

方法　横浜市の感染症発生動向調査に協力する指定届出機関の医師を対象として，各種感染症対

策への考え，地方衛生研究所への期待等についてアンケート調査を実施した

結果　感染症発生動向調査の利用価値に関する設問では，「感染症の流行予測への活用」が

66.1％，「患者および地域住民への情報提供」が64.3％で多かった。感染症発生動向調査情

報の医療機関への提供方法に関する設問では，「FAXを用いた各医療機関への情報提供」と

「FAX（衛生研究所FAX情報サービス）による情報提供」がそれぞれ55.4％と42.9％で最も

多く，「郵便による情報提供」と「インターネットホームページ（衛生研究所ホームページ）

による情報提供」が次いでいた。感染症関連情報収集の通信環境に関する設問では，

「FAX」が93.8％で最も多く，「インターネット」が40.2％で次いだ。感染症予防対策に関し

て地方衛生研究所に期待することは，「感染症発生状況の迅速な情報提供機能」が81.3％で

最も多く，次いで「医療機関，医師会，保健所，検疫所等からの総合的な情報収集機能」が

55.4％であった。

結論　感染症情報を患者へ提供し診療や治療に役立てたいという回答が多く，情報を入手するメ

ディアとしてFAXが最も期待されていた。また，感染症予防対策に関して地方衛生研究所

に期待することは感染症情報の収集と提供機能とした回答が多く，地方感染症情報センター

としての期待が高いことがうかがわれた。
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